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厳しい経営環境においても
CSRの取り組みは後退せず

国内にとどまらず、海外にもサプライ
チェーンが拡大し、世界のあらゆる問
題が日本企業に密接に関わってくる中
で、企業と社会が共に持続可能であり
続けるためには、社会からの期待（ス
テークホルダーからの要請）を把握し
た感度の高い経営、つまりCSRを意識
した経営が重要となってきます。

経済同友会では、経営者に対して、
4年ぶり3回目となるCSRアンケートを
実施しました。時代とともに質問項目を
変えてきていますが、今回は、世界的
な経済危機の影響により企業が厳し
い経営環境に置かれる中で、経営者
のCSRに対する意識が後退したかど
うかが、一つの焦点でした。

調査の結果、「CSRは社会的課題
の解決を図る持続的な取り組みであ
る」と考える経営者が増え、CSRに対
する意識が深まっていることが分かり
ました。また、予算面・組織面・プロジェ
クト数のいずれにおいても、CSRへの
取り組みは継続・強化の流れであるこ
とが分かり、経済危機の影響で取り組
みが後退したのではないかという懸念

は、払拭されました。
ますます人口減少が進む日本におい

て、これからの企業経営を考える場合、
成長するアジアを視野に入れて事業を
展開することは、自然の流れです。風
土、文化、価値観の違う国々の人たち
とともに事業を進めるためには、世界の
さまざまなステークホルダーが長年に
わたって討議し、コンセンサスを得てき
たISO26000（社会的責任に関する
手引き・2010年秋制定予定）の7つの
中核主題（組織統治・人権・労働慣
行・環境・公正な事業慣行・消費者に
関する課題・コミュニティ参画および開
発）と、背景にある社会的課題を理解
する必要があると感じています。ただ
し、すべての中核主題について一様に
取り組むということではなく、それぞれ
の企業が優先順位をつけて対応し、
自社の強みを打ち出すことにつなげて
ほしいと思います。

また、CSRは「本業」と切り離して考
えるものではありません。事業活動に伴
うすべてのプロセスにおいてCSRを意
識した行動を取ることが重要であり、
経営の中核に据えて初めて機能するこ
とを忘れてはなりません。

米・欧・アジアのCSRを俯瞰し
日本企業のCSRを再考する

2009年は、BOP（ボトム（ベース）・
オブ・ザ・ピラミッド）元年と言われるほ
ど、途上国の低所得階層を対象とする
BOPビジネスへの関心が高まりました。
日本企業の中でも、食品・化学などの
業種において、BOPビジネスで成果を
上げる企業が出現しています。途上国
における社会的課題に応えていくこと
が、社会からの信頼を得て市場を獲得
し、ビジネスの成長に結び付いている
のです。

日本企業は、他国に比べ「人権」に
対する意識が低いと感じています。ま
た、社会・環境配慮型の商品・サービ
スの充実や、そういった商品を選択し
ていただくための消費者啓発など、「消
費者課題」についても取り組みが不十
分と感じています。今後、しっかりと認
識して対応していく必要があります。

2010年度の社会的責任経営委員
会では、米・欧・アジアなど地域別の
CSRについて特徴を俯瞰し、日本企業
はどのようなCSRを目指していくのか、
議論を深めていきたいと考えています。

CSRを経営の中核に据えることが
持続可能な企業と社会をつくる

社会的責任経営委員会の報告書
15〜16ページに掲載


